
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 一人当たり

Ａ Ｂ  給与費（B/A）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成23年４月１日現在の人数です。

 

　　

 (5) 給与改定の状況

　　　　①月例給

（参考）

Ａ Ｂ

円 円 円 ％ ％ ％

 

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 (3) 特記事項

411,60424年度

「民間給与」「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
パイレス比較した平均給与月額です。

 （注）

区分

参考値は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値で
す。

人事委員会の勧告

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示
す指数です。

国の改定率公務員給与

（勧告率）

△ 783 

較差 給与改定率

( △ 0.19 ％)

勧告

△ 0.19 △ 0.19 

千円

18.2

(参考)特別区平均

一人当たり給与費

28,291,222

千円

（参考）

22年度の人件費率

％

人件費率

Ｂ／Ａ

　　　　　％

3,585,462

 （注）

Ａ－Ｂ

4,371,484

民間給与

412,387

23年度

10,897,323

人　

23年度

区分
給   与   費

2,715

千円

給　 料 職員手当

　　　　千円 　　　　千円

人

456,673 155,253,576

千円

3,857,711

職 員 数

期末・勤勉手当

区分 歳 出 額

Ａ

住民基本台帳人口

（23年度末）

平成２４年度　江東区の給与・定員管理等について

実質収支 人 件 費

6,944 6,985

千円

  計

0.00

　　　　千円

Ｂ

18.6

千円

18,854,269

(H19)
 97.9

(H19)
101.9

(H19)
101.5

(H24)
108.0

(H24)
108.3 (H24)

106.9

（H24）
参考値

99.8

（H24）
参考値

100.1
（H24）
参考値

98.8

95.0

100.0

105.0

110.0

江東区 特別区平均 全国市平均



　　　　②特別給

（参考）

Ａ Ｂ

 

２　一般行政職給料表の状況

　　　　

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

――
270,465 307,506

―― ―― ――

国

（減額前）

（減額後）

国

（減額前）

（減額後）

平均年齢 職員数

49.9

304,944 ――　

（平成24年４月１日現在）

309,696

平均給料月額

329,917

329,450

平均給与月額
(A)

42.8

382,195

８ 級

3,479 323,181
――

（平成24年４月１日現在）

７ 級

371,800 413,000

229,500

321,397

285,100

451,597

301,610

301,846

376,424

412,232

42.9

公　務　員

江 東 区

月

 （注）

24年度

平均年齢区  分

41.8

東 京 都

特 別 区

月

区分

3.95

340,700

166,100

（改定月数)

0.00 

438,029

Ａ－Ｂ

平均給料月額

民間の支給 公務員の

月

3.95

年間支給月数

月

支給月数

人事委員会の勧告

　割合　　

較差 勧告

平均給与月額
（国ベース）

６ 級

月

195,800

月

３ 級

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、
「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

3.95

42.3

――

 廃棄物処理業
 従業員

 調理士

――

401,789

409,876460,587328,251

3.95

――　

399,057

0.00 

４ 級

448,900 462,400 520,600

257,000

381,124

民　　間

1.51

Ａ／Ｂ

―― ――――

 対応する民間
 の類似職種

平均給与月額
(B)

平均給与月額
（国ベース）

 用務員
53.5

380,637

52.7

49.7

48.8

――

390
特 別 区

380,797

区　　分

157

1,681

江　東　区
438

用務員

学校給食員

清掃職員 15545.1

307,700

408,278

平均年齢

参　考

1.85

――

372,906

――

435,785

53.3 6

47.3

285,030

東 京 都 ――

40.3

――

1.32285,600

――

306,720 412,310

308,392 413,875

５ 級

220,400

２ 級

国の年間支給月数

最高号給の
給料月額

１号給の
給料月額

区  分

138,400

306,500

１ 級

――

206,600

369,784

――――

44.7 288,200

376,425

平均給与月額

375,116

（単位：円）

435,300

338,600

―― ――――



（Ｃ） （Ｄ）

円 円

円 円

円 円

※

※

※

　　　　③幼稚園教育職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(2) 職員の初任給の状況

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　「平均給料月額」とは、平成24年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
手当などすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされて
います。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊
勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも
のです。
　幼稚園教育職員の東京都の欄には、小・中学校教育職員の金額等を記載しています。
　国の（減額前）は給与改定・臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額前の額であり、
（減額後）は同措置による減額後の額です。

（注）１
　　　２

　

　　　３
　　　４

（平成24年４月１日現在）

経 験 年 数 ２ ０ 年

268,220

228,467

高 校 卒

5,958,474

区  分

うち学校給食員

江 東 区

平均年齢

3,762,300

334,20639.0

平均給料月額

1.58

Ｃ／Ｄ

――

〔民間との比較について〕
民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。
（平成21～23年の３ヶ年平均）
技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致
するものではありません。
年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、
公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を
加えた試算値です。

東 京 都

175,700

348,997

143,000

江 東 区区　　　分

円

特 別 区

東 京 都

経 験 年 数 １ ５ 年

大 学 卒

円181,200

137,200

195,600

（注）幼稚園教育職員の東京都の欄には、小・中学校教育職員の初任給を記載しています。

――　短 大 卒
幼稚園教育職員

経験年数１０年

200,900

262,821

339,456

318,327

321,208

296,962
幼稚園教育職員

369,193
一般行政職

大 学 卒

272,547

394,154

399,360

短 大 卒 271,232

技能労務職

国

――　

142,700

1.69

――

6,731,506

大 学 卒

447,381

137,200

平均給与月額

140,100

38.0 325,158

高 校 卒

大 学 卒

高 校 卒

技能労務職 高 校 卒

一般行政職

区　　　         分

193,000

178,100

358,072

うち用務員

434,527

うち清掃職員

江　東　区

6,083,705 2,861,400

41.4

181,200

134,900

202,600

421,784

（平成24年４月１日現在）

2.13

――

3,989,200

民　間

年収ベース（試算値）の比較

参　　　考

区　　分
公務員

181,200総合職

一般職 172,200



４　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　本区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）平成１８年に１０級制から９級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級を統合）
　　　平成２０年に８級制に変更しています。（旧給料表の９級廃止）

1.1

6.2

4.3

380 29.0

27.0

職　員　数 構　成　比

81

部長又はこれに相当する職の職務
15

５　　級

３　　級
主任主事又はこれに相当する職の
職務

区　　分

１　　級

高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職の職務

２　　級

57

26.3345

（平成24年４月１日現在）
標準的な職務内容

354

下記各職務の級に属さない職の職
務 65

４　　級
係長、担当係長、主査又はこれに
相当する職の職務

総括係長の職の職務

７　　級

課長又はこれに相当する職の職務

統括課長の職の職務

６　　級

８　　級

1.114

5.0

３級, 26.3 % ３級, 25.6 %

４級, 29.4 %

５級, 6.2 % ５級, 7.1 %

１級, 4.8 %１級, 4.5 %１級, 5.0 %

２級, 17.5 %

２級, 27.0 %２級, 27.0 %

３級, 26.5 %

４級, 34.3 %

４級, 29.0 %

５級, 11.1 %

６級, 2.7 %６級, 4.1 %６級, 4.3 % ７級, 0.8 %７級, 1.1 % ７級, 0.9 %
８級, 2.1 %８級, 1.4 %８級, 1.1 %
９級, 0.2 %,

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成24年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

Ａ 7 号 人

Ｂ 5 号 人

Ａ 7 号 人

Ｂ 5 号 人

５　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（23年度） １人当たり平均支給額（23年度）

千円 千円

（23年度支給割合） （23年度支給割合） （23年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

 1～20％  3～20％ ・役職加算  5～20％

・管理職加算 15～20％ ・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注）　支給割合は一般職員の例で、(  )内は再任用職員分です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職・23年度）

人

人

人

人

人

人

人

人

 (2) 退職手当

(支給率) (支給率)

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～２０％加算） （２～２０％加算）

１人当たり平均支給額

　　　　 千円 千円

102.78／100 25102.77／100

上　　位 101.24／100 101.23／100 46

最 上 位

12月支給

主 任 主 事

成績率の段階

100.05／100

上　　位 102.41／100

108.70／100

103.85／100

最 上 位 105.43／100

103.84／100

105.44／100

319

昇給区分

勧奨・定年

59.20

41.34

59.2847.50

100.11／100

(1.45)

100.11／100

管　理　職
極めて良好

区　分

・職務段階別加算 ・職務段階別加算

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

2.60

59.28

2.60

上　　位 100.05／100

（平成24年４月１日現在）

最 上 位

上　　位

主       事
最 上 位

50.00 59.20

49.75

32.50

勧奨・定年

33.5024.25

43.50

1.35

係　長　級

自己都合

江  東  区

(1.45)

管　理　職

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額です。

59.28

4,543 24,136

(0.65)

東　京　都

(0.65)

成績率

(0.65)

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

1,635

特に良好

16

8

15

27

国

(1.45)

自己都合

23.50

33.50

国

3

102.42／100

1,582

特に良好

極めて良好
管理職以外の職員

江　東　区

区　分

６月支給

108.69／100 3

6

1.35

14

昇給号数

47

人　数

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

2.60

人　数

1.35

30.55



 (3) 地域手当

支給実績（23年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当

支給実績（23年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度） ％

手当の種類（手当数） 種類

 (5) 時間外勤務手当

支給実績（23年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 千円

支給実績（22年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 千円

 (6) その他の手当

円

 

円

部長職　 128,600円(医療職 142,400)

統括課長 105,800円

課長職　  91,100円(医療職  94,800)

幼稚園長  91,400円

副園長    64,700円

支 給 率支給対象地域 支給対象職員数

（平成24年４月１日現在）

（平成24年４月１日現在）

内容及び支給単価

異なる

178

621,423

186,046

1,137,767異なる
職務区分、支
給額

管理又は監督する地位にある職員に支
給

千円131,981

手　当　名

扶養手当

配偶者または配偶者を欠く
第一子

特定期間の子への加算額

（16歳年度初め～22歳年度末）

5,500 円

支 給 実 績

551,415

支給額

廃棄物の処理に関連す
る業務

202

国の制度と
異なる内容

千円

国の制
度との
異　同

清掃業務従事職員特殊
勤務手当

（支給額）職務ごとの定額

上記以外の扶養親族１人に
つき

（支給額）

管理職手当

4,000 円

扶養親族のある職員に支給

特定危険現場作業手当

江東区内

主な支給対象職員

保健・福祉業務手当

（平成24年４月１日現在）

福祉事務所、塩浜福祉園及び
保健所職員

都市整備部建築課職員

総務部経理課及び営繕課、都
市整備部建築課、土木部道路
課及び水辺と緑の課、教育委
員会学校施設課職員

3,052

手当の名称

18.0

87,796

主な支給対象業務

13,700 円

日額 380円

日額 270円

日額 700円

支給職員１人当た
　り平均支給年額

2,087,553

178,547

12.0

清掃事務所職員

昇降機等の検査業務

危険高所での検査業務

（23年度決算）

674,928

32,660

国の制度（支給率）

面接、訪問、相談業務
及び各種検査業務

日額 170円 ～ 580円

（23年度決算）

左記職員に対する支給単価

3

18.0



 (6) その他の手当

円

円

円

円

円

円

円

円

1,440,025

179,644

千円

千円

4,577

宿直又は日直の１回あたり

64,465千円

99,644千円

152,428千円

管理又は監督する地位にある職員が週
休日又は休日に勤務した場合に支給

異なる

異なる

　加算額(100㎞以上)3,000円～7,000円

　基礎額　 　　　　 月額　20,000円

支給期間、支
給額

55,239千円

30,339千円

通勤距離が片道２km以上である職員に
支給

10,000 円
統括課長、課長職
又は幼稚園長

（支給額）

住居手当

管理職員特別
勤務手当

（支給額）

世帯主である職員に支給

　限度額；１か月あたり55,000円

　通勤距離により2,600円～13,000円

（支給額）

休日給

夜勤手当

8,800 円扶養親族のある者

4,100 円同(単身赴任手当受給者)

同(単身赴任手当受給者)

8,300 円

4,400 円

扶養親族のない者

部長職

9,300 円

医師、その他専門的知識を必要とする
職に従事する職員に一定期間支給

（支給額）

大学卒業後 １～20年

（支給額）

宿直、日直を行った職員に支給

175,100 円

１時間当たり給与額×25/100×勤務時間

（支給額）

通勤手当

手　当　名

（平成24年４月１日現在）

単身赴任手当

交通機関等の利用者

交通用具使用者

　６か月定期券相当額

支給要件、支
給額

125,212――

（支給額）

在勤する公署の移転等に伴い、配偶者
と別居して単身で生活する職員に支給

配偶者宅との交通距離による

初任給調整手当

幼稚園教育職員に支給

同、       21～40年　１年ごとに減額

宿日直手当

休日給夜勤手当

12,000 円

休日又は深夜に勤務した職員に支給

１時間当たり給与額×135/100×勤務時間

義務教育等教
員特別手当

６時間を超える勤務の場合  150/100

異なる

異なる

異なる

国の制
度との
異　同

同じ

異なる

7,000 円

（月額）

副園長

距離制限、支
給額

（支給額）職務の級、号給による定額

1,120円～4,150円

自動車等使用
距離区分

支給額

勤務態様、支
給額

240,000

404,697

11,405

240

172,782

3,580

千円

3,922

（23年度決算） （23年度決算）

支給職員１人当た
　り平均支給年額

支 給 実 績
内容及び支給単価

国の制度と
異なる内容



６　特別職の報酬等の状況

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

月分

月分

（１期の手当額） （支給時期）

円 （任 期 毎）

円 （任 期 毎）

 

７　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

業務増

事務の統合縮小

業務増

事務の統合縮小

業務増

業務増

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 人
人）

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 人
人）

業務増

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 人

副 区 長

副 区 長 　給料月額×340/100×勤続年数

区 長 23,080,000　給料月額×500/100×勤続年数

教 育 部 門

計

衛 生

労 働

商 工

土 木

一
般
行
政
部
門

税 務

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

職 員 数

14 人

平成23年

393 人

1,110 人

平成24年

14 人

△24 人

小 計

420 人

239 人

444 人

△25 人2,716 人

総 務

2,272 人

3 人

24 人

1,114 人

382 人

民 生

議 員

0 人3 人

23 人

394 人

96 人

対前年
増減数

395 人

95 人

[ 2,970］ 

議 長 　　（23年度支給割合）

956,000923,000

623,000

795,000

3.36

議 長

副 区 長

区 長

（類似団体の人口１万人当たり職員数

61.14

58.93

60.15

12,552,800

円／815,000

0 人

49.73

△11 人

1 人

△1 人

4 人

△1 人

円／

68.98

[ 3,621］ 

2,816 人2,792 人 △24 人

[    0］ 

職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、公社等への派遣職員（特
別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合、東京二十三区清掃一部事務組合、東京都後期高齢者医療
広域連合派遣職員を除く。）を含み、臨時または非常勤職員を除いています。
[     ]内は、条例定数の合計です。

（類似団体の人口１万人当たり職員数

1 人100 人101 人国 保 事 業等

合　　計

2,691 人

退
職
手
当

2,271 人

244 人

　　（算定方式）

（注）１

　

　　　　　　区　　分

　部　　門

普
通
会
計
部
門

議 会

給
　
料

給　料　月　額　等

923,000

議 員 609,000

副 議 長

1,154,000区 長

（参考）類似団体における最高／最低額

3.36

（注）１

　　　２

期
末
手
当 副 議 長

公営企
業等会
計部門

　　（23年度支給割合）

区 分

（平成24年４月１日現在）

報
　
酬

円／

1,242,900

997,700 円／

円／

5 人

1 人

859,000

964,800

585,200

751,100

772,200

主な増減理由



 (2) 年齢別職員構成の状況

　

(3) 職員数の推移

420 △119

44

区　分

3620

～

24 48 5228 5632

（平成24年４月１日現在）

40

計未満

～

20歳

2,905

～～

444

（注）

人

255 309

年度

部門別

総合計 2,955 2,905

2,797

55

275

2,856 2,816 2,792

2,754 2,716

5147

人

31 35 39

～ ～～

43

～

各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。〔４月１日現在〕

職員数
人人

392 385

23 27

人

196

60歳

人 人人 人 人人

2 107 229 261

～

59

19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 24 年

(△5.5％)

過 去 ５ 年 間
 の増減数 （％）

2,271

以上

～

100

△163

2,691

101 △6

教　　育 539 518

2,272一般行政 2,309 2,279 2,304

493 457

普通会計[計] 2,848 2,797

102公営企業会計 107 108 108 (△5.6％)

2,297

（単位；人・％）

人

2,792

(△22.1％)

(△5.5％)

人

19362

△157

(△1.6％)△38

0
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構成比

５年前の構成比

%


